
5320　植調　Vol.60, No.2　(2026)

「水田での雑草イネ防除技術」
①　2回代かき
雑草イネの発生は 4月上旬から始
まることもあり，代かき前には多くの
発生がみられる。そのため発生した雑
草イネを確実に土中に埋没させること
が重要になる。代かきは 7～ 10 日間
隔で行い，出芽した雑草イネをしっか
りと埋め込むため，水量は浅水（足跡
に水がたまる程度）で行う。
②　有効除草剤の体系処理
植代時または移植直後から 7～ 10

日間隔で 2～ 3 回の有効除草剤を処
理する。ただし，発生量が減少した圃
場においては除草剤の処理回数を１回
減らすことも可能である。また，移植
直後に散布でき，雑草イネに効果のあ
る除草剤が開発されている。
③　遅植
雑草イネの発生量が増加している
地域では，発生盛期が過ぎた 6 月
以降に移植することにより，代かき
や除草剤の効果を高めることができ
る。

④　畑転換による対策
種子の寿命は数年と短いため，1～
2年の畑転換によって雑草イネの発生
は大幅に減少する。ただし，雑草イネ
は畑条件でも出芽するため，早めに耕
起するなど種子を生産させないことが
重要である。
⑤　秋耕
ひこばえが稔実するまでに実施す
る。次年度に種子を残さないことが重
要である。

以上の技術を複数組み合わせること
（2回代かき＋遅植等）が雑草イネ対
策においては重要である。

４．最後に

農業経営の大規模化，広域化により
雑草や病虫害の拡散スピードが速く
なっている。一個人の問題とせず，地
域全体の問題と認識し拡散防止に努め
ることが重要である。雑草イネはポイ
ントを押さえれば，水稲栽培を行いつ
つ比較的省力的に防除が可能になって
きている。また，蔓延させないために
は何より早期の発見と早期の対策が重
要である。
なお，今回の事例報告は戦略的プロ
ジェクト研究推進事業「直播栽培拡大
のための雑草イネ等難防除雑草の省力
的防除技術の開発」（R1 ～ R5）の成
果を利用し，作成した。

2021年雑草イネ
発生本数
(本/10a)

圃場 収穫前 移植7日後 収穫前 耕起前
耕起前

(第1回代かき前）
第2回

代かき前
移植8日後 収穫前

(調査日：8/28） (調査日：6/23） (調査日：9/5） (調査日：5/1） （調査日：5/23） (調査日:6/6） (調査日：6/27） (調査日：9/27）

I1 802 111 0 533 1,151 354 1 0
I2 327 42 0 444 797 177 8 0
I3 611 47 0 89 354 266 4 0
I4 1,802 74 5 89 266 177 6 3

2022年雑草イネ
発生本数
(本/10a）

2023年雑草イネ
発生本数
(本/10a)

耕起前，代かき前は１圃場につき50cm×50cm×各４５ヶ所調査
移植8日後は１圃場につき90cm×90cmを6ヶ所調査
成熟期は１圃場につき90cm×150cmを10ヶ所調査
発生本数：耕起前，代かき前，移植8日後（2022年は移植7日後）調査時は漏生した食用稲を含む

表-4　総合防除技術の現地実証結果（Ｉ市）表−4　総合防除技術の現地実証結果（I 市）

図 -5　圃場内の雑草イネ発生程度の推移（45 圃場を調査 　Ｉ市）
 注 1）発生程度は達観調査
  無 (0): 発生無し  微 (1):10 本 /10a 未満   少 (2):10 ～ 250 本 /10a  
  中 (3):250 ～ 1,000 本 /10a　多 (4):1000 本以上 /10a 
 注 2) 調査日： （2023 年度）5 月移植：8 月 25 日，6 月移植：9 月 7 日
   （2022 年度）5 月移植：8 月 26 日，6 月移植：9 月 5 日  
   （2021 年度）　8 月 25 日
 注 3）調査圃場は 3 年間同一圃場調査（コシヒカリ 48 圃場）

世界のエネルギー起源CO2 排出量
　統計データから

国連環境計画（UNEP）が公表した「排出ギャップ報告書
2025(EGR2025)」によると，2024 年の世界の温室効果ガス
排出量は前年より 2.3％増え，1990 年から 2024 年までの 34
年間の排出量（CO2 換算）は 378 億トンから，過去最多の
577 億トンへと，加速度的に増加していると報告している。

表 -1 に，国際エネルギー機関（ＩＥＡ）「Greenhouse Gas 
Emissions from Energy」2025　EDITION を基に，環境省が
作成した世界のエネルギー起源 CO2 排出量（2023 年）を国別
に示した。全体の排出量 347 億トンのうち，中国が 32.1％，
アメリカが 12.7％，インドが 8.0％を占め，この上位 3 ヵ国
で世界の排出量の約 50％強を占める。また，G20 加盟国の
排出量は全世界排出量の約 80%，279 億トンを占めている。
1990 年からの 2023 年の排出量の増加をみると，かつては開
発途上国であった中国やインドなどの排出量の増加が目立つ。

我が国はロシアに次いで第 5 位で，排出量は 9.3 億トン，世
界に占める割合は 2.7％となっている。

表 -2 に，主な国別の年間の一人当たりのエネルギー起源
CO2 排出量（トン / 人）を示した。カタール，アラブ首長国連
邦，サウジアラビアなど中東諸国が突出している。排出量上位
の中国は 7.89，アメリカ 13.09，インド 1.92 となっている。
我が国は 7.52 で，中国とほぼ同じレベルで，世界平均の 4.30
を上回っている。開発途上国，特に後発開発途上国 (LDCs) に
至っては，日本の約 9 分の 1 である 0.89 である。

35 年までの新たな排出削減目標を掲げた国はわずか 7 カ国
に止まるが，報告書は「地球は深刻な気候リスクと損害の拡大
に向かっており，G20 諸国の行動とリーダーシップが鍵を握
る」と指摘している。                                              （K.O）

下付き

国名 Ａ(億㌧) Ｂ(%) 国 名 Ａ(億㌧) Ｂ(%) 国 名 Ａ(億㌧) Ｂ(%) 国 名 Ａ(億㌧) Ｂ(%)
中国 111.3 32.1 イラン 7.3 2.1 カナダ 5.2 1.5 オーストラリア 3.6 1.0

アメリカ 44.1 12.7 インドネシア 6.6 1.9 メキシコ 4.4 1.3 ベトナム 2.9 0.8
インド 27.6 8.0 ドイツ 5.5 1.6 ブラジル 4.1 1.2 イギリス 2.9 0.8
ロシア 16.9 4.9 韓国 5.5 1.6 トルコ 3.9 1.1 イタリア 2.8 0.8
⽇本 9.3 2.7 サウジアラビア 5.3 1.5 南アフリカ 3.6 1.1 フランス 2.6 0.8

下付き

表-1 世界のエネルギー起源ＣＯ2排出量（2023年）

注）Ａはエネルギー起源ＣＯ2排出量 Ｂは世界の排出量に占める割合

表 -1　世界のエネルギー起源CO2 排出量（2023年）

表 -2　主な国別⼀⼈当たりエネルギー起源CO2 排出量（2023年）
下付き

国 名 トン／⼈ 国 名 トン／⼈ 国 名 トン／⼈ 国 名 トン／⼈
カタール 35.68 カナダ 13.05 ⽇本 7.52 イギリス 4.22

アラブ⾸⻑国連邦 17.58 ロシア 11.79 ドイツ 6.50 フランス 3.84
サウジアラビア 15.86 韓国 10.65 南アフリカ 5.77 アルゼンチン 3.59
オーストラリア 13.33 イラン 8.03 イタリア 4.82 メキシコ 3.37

アメリカ 13.09 中国 7.89 トルコ 4.6 ベトナム 2.92

表-2 主な国別⼀⼈当たりエネルギー起源ＣＯ２排出量（2023年）
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